
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．はじめに 
 生物多様性保全に向けて様々な主体の連携が重視される中，市

民活動への期待が高まっている。生物多様性保全に向けた概念の

一つとして，地域の自然や社会状況に沿った順応的管理があるが，

順応的管理では生態系や環境に関わる科学データの収集と，適時，

計画の見直しが求められる 1)。日々の緑地管理作業および各種モ

ニタリングと計画修正にて，地域の緑地に日常的に関わる市民の

役割は大きく，市民による緑地保全活動の充実が望まれる。しか

し，その充実には「市民の安定的な活動参加」の実現が必要であ

る。市民による緑地保全活動の課題として，参加者不足や活動メ

ンバーの高齢化が指摘されてきたが 2),3)，関連して，管理作業の進

捗やその成果が安定しない問題もある。参加者が大人数なために

管理作業が進むこともあれば，少数なために作業が進まないこと

もある。大澤・赤坂 4)が外来種駆除のボランティア活動と行政の

主導による事業化された活動を比較した結果，事業化された活動

は駆除株数が多くはないものの安定している一方で，ボランティ

ア活動は，日によって参加者数がばらつき，駆除株数が安定しな

いことを指摘した。一度バランスが崩れた生態系や緑地環境の再

生や復元は容易でないため，地域内の各保全活動に対する市民の

潜在的な活動参加意欲を実際の地域空間で正確に捉えながら，長

期で安定した市民参加の道筋を検討できるようにすることが重要

である。 
 緑地保全活動への市民の安定的な参加という社会的課題が存在

する中，学術研究では，実際に地域空間を設定し，各緑地に対す

る市民の活動参加意欲や活動参加の価値観が分析されてきた。上

甫木・池口 5)がニュータウン内の各樹林地の管理に対する住民の

参加意欲を分析し，中島らが都市近郊住宅地の各地域に存在する

緑地の保全に対する住民の参加意欲を分析し 6)~8)，渡部・柳井 9)

が異なる特性を持つ複数の地域における緑地保全および緑化活動

に対する住民の参加意欲を分析した。これら研究は，実際の地域

空間の緑地と住民の保全活動参加意欲の関係について，次の5点

を明らかした。1 点目は，居所から緑地までの距離 5)~9)で，居所

から1,000m 前後の緑地ならば活動参加が高くなることを指摘し

た 6),8)。2 点目は緑地の空間面積 5),6)で，コンパクトにまとまった

大きい緑地が望まれることを指摘した 5)。3 点目は周辺地域の空

間特性との兼ね合いで，道路計画での配慮，土地利用計画との整

合性などが重要であることを指摘した 5)。4点目は住民の属性 5),9)

で，従来からの居住者か転入者かによる参加意識の違いや 5)，世

代 9)による参加意識が違いを指摘した。5 点目は各緑地の利用経

験 5),6),8)で，特に日常的な利用が活動参加の可能性を高めると指摘

した。様々な要因が明らかになったが，これら研究は「積極的に

参加する」，「時々参加する」といった順序尺度や，「月１回程度」

と頻度を定めた名義尺度による評価であった。「積極的」や「時々」

では参加意欲の具体的な把握が難しく，初めから頻度を限定する

とその頻度以外の回答が過少評価となる可能性もある。年間で 1
〜4日間の参加を希望する市民も多く 10)，明確な参加意欲を把握

するには比例尺度による評価が必要である。また，比例尺度，す

なわち，定量的な参加意欲を把握することは，管理作業量の観点

からみた，市民による緑地保全の実効性の予測にもつなげられる。

そこで，環境経済学で用いられている「労働意思量」に注目した

い。労働意思量は，環境を保全するために個人が最大限働いても

よいと思う時間のこと 11),12)で，環境価値を定量化する概念である。

村中・寺脇 12)が，森林1か所を研究対象にしながら緑地と労働意

思量の関係を分析し，対象緑地に関する知識や訪問経験によって

労働意思量が決まることを指摘した。しかし，現実として，地域

には緑地が複数あり，住民はその中から参加する保全活動や緑地

を選択することになる。地域内の複数の緑地を一度で評価した場

合の労働意思量の状況や，各緑地の立地特性と労働意思量の関係

を明らかにすることが必要である。 
 以上の背景から，本研究では，労働意思量を用いて，都市近郊 
における各緑地の立地特性と住民の緑地保全活動への参加意欲の

程度の関係について明らかにすることを目的とした。 
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２．研究方法 
(１）研究の構成 
 本研究では，以下の概念を用いて，3つの仮説設定を行った。 
１）本研究の概念定義 
 本研究で用いた概念「緑地保全活動」，「保全活動への参加意欲」，

「立地特性」の3つについて説明する。緑地保全活動は「公園や

樹林，農地，河川などで行う草刈り，植林，樹木の剪定，清掃活

動，農作業体験，自然教室，動植物の調査，外来生物の除去等の

保全活動」10)とし，住民個人での活動参加と自治会での活動の両

方を含む。次に，保全活動への参加意欲は「環境を保全するため

に個人が最大限働いてもよいと思う時間」を指す労働意思量

（Willingness to Work，以降WTWと略す）を用いた。既往研

究 10)に合わせ，WTWを「保全活動に参加したいと思う年間日数」

と設定した。立地特性は，既往研究 5)~9)の状況から「居所からの

距離」，「空間面積」，「緑地の種類（公園，樹林）」，「都市計画の状

況(住居系用途地域，都市計画無指定地域，その他）」，「住民の状

況(居住開始年，居住開始年齢)」，「利用率（既知率，体験率，希

望率)」の6つで構成した。 
２）本研究における概念間の関係と仮説の設定 
 概念間の関係を図－1 に記した。図－1 には，研究方法が本研

究と近い中島らの研究 6)で指摘された関係も記した。概念間の関

係および既往研究5)~9)の成果から，以下の3つの仮説を設定した。 
仮説 1.各緑地の半径 1,000m 圏内の住民と圏外の住民とでは，

圏内の住民の方が参加意欲の程度が高い。各緑地の面積

も参加意欲の程度に関係がある(量的特性との関係)。 
仮説2.緑地の種類により，参加意欲の程度が異なる。また，各 

 
緑地に対する住民の利用状況の違いによって，緑地に対

する参加意欲の程度が異なる(質的特性との関係)。 
 仮説3.各緑地周辺の都市計画の状況や住民の状況によって，緑

地に対する参加意欲の程度が異なる(周辺状況との関係)。 
（２）調査の構成 
 仮説検証に向け，埼玉県鶴ヶ島市全域を調査地域とし，10の緑

地を評価対象にしたアンケートを鶴ヶ島市民対象に行った。 
１）調査対象 
 調査地域の選定条件を，1)従来の緑地空間を残していること，

2)都市化地域と農村地域の両地域が明確に分かれている，かつ，

両地域が自治体区域内にて同程度の面積割合であること，3)住民

による緑地保全活動が存在していること，4)限られた質問票枚数

の中で市内全地区にそれぞれ一定数配布できる自治体規模である

こととした。これら条件から，本研究では埼玉県鶴ヶ島市を調査

地域とした（図－2）。鶴ヶ島市は東京都心から約45km，かつ，

埼玉県のほぼ中央に位置し，17.73㎢ほどの面積である 16)。2015
年4月1日時点で人口は70,089人，世帯数は29,615世帯であっ

た 17)。鉄道沿線の市内北部と南東部は市街地が広がる中，中央部

は都市計画上無指定な地域であり，市内全体の45%が市街化区域，

55%が市街化調整区域である 18)。住民が自由に訪問できることか

ら，調査対象緑地を公園と市民の森から選択した。 61 か所の公

園と 7か所の市民の森が候補地として該当し，相対的に面積が広

い公園6ヶ所と2ヶ所の市民の森を選択した 19)（表－1）。緑地全

てを質問票に掲載できなかったので，「その他の市民の森」，「飯

盛川と大谷川」，「自宅近くの児童公園」も設けた 20)。調査対象者

は鶴ヶ島市民とした。調査時の鶴ヶ島市民の男女比はほぼ半々で，

年齢構成比は10代以下が18%, 20代10%，30代13%，40代16%，

50代11%，60代16%，70代以上が15%であった 21)。 

表－1 調査対象緑地 

表－2 各地域への質問票の配布・回収状況 

図－2 調査地域「埼玉県鶴ヶ島市」の様子13)〜15) 

図－1 本研究の概念間の関係と仮説の設定 
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２）調査方法 
 調査方法は，郵送によるアンケート調査とした。日本郵便株式

会社のタウンプラスを通じて質問票の配布を行い，質問票の回収

は郵便による返送とした。質問票の郵送先の選択は，まず，都市

計画上で主に住居系用途に指定された地域と，都市計画上で無指

定な地域に同数の 2,000 部ずつを配布するようにした(表－2)22)。

次に該当する各地区(町レベル)の配達可能箇所数の比率に合わせ

て各2,000部の分配方法を決定した。質問票は各世帯へとランダ

ムに配布された。配布時期は2015年5月で回答期限は6月末日

とし，721通の回答を得た（有効回答率18.0%）。 
３）調査項目 
 調査項目は，「回答者の属性」，「緑地保全活動全般の参加経験

と参加意欲」「各緑地に対するWTW と利用状況」の 3 つで構成

した。これらのうち「回答者の属性」は，性別，年齢，就労状況，

居住地区，居住年数の 5 点を質問した。「各緑地に対する WTW
と利用状況」は，各緑地を提示し，その緑地を知っているか（既

知），行ったことがあるか（体験），今後利用したいか（希望），保

全活動へ希望する年間の参加日数（WTW）23)の４点を質問した。 
（３）分析の構成 
 前述の3つの仮説に沿って分析を進めた。その分析は，全ての

仮説にて一貫して行った方法と，仮説ごとに行った方法に分かれ

る。なお，各統計分析には統計解析ソフトJMP12.2.0を利用した。 
１）全ての仮説で一貫して行った分析 
 個別の緑地同士やグループ化した緑地同士で，「WTW が有る

人の割合」と「WTWの値」の2種類を比較した 24)。割合に関し

てはχ2 検定で割合の有意差を分析し，値に関しては，2 群時は

Wilcoxnの順位和検定で，3群時はKruskal-Wallis検定で値の有

意差を分析した。3 群以上の比較時に有意差が見られた場合は平

均分析法を用いて，有意に相対的にWTWが有る人の割合が高い

緑地やWTWの値が高い緑地を明らかにした。比較では，既往研

究 6)を踏まえ，「各緑地から半径1,000m圏内の地域」という分析

観点を用いた。本研究にて「半径1,000m 圏内の地域」とは，各

緑地の位置を中心とした半径1,000m の円内に地区の重心が含ま

れた地域を指し，その地域を緑地の「周辺」とした。 
２）仮説ごとに行った分析 
 仮説1では，個別の緑地ごとに半径1,000m圏内に居住する回

答者と圏外に居住する回答者（以降，圏内住民と圏外住民に略す）

のWTWを比較した。仮説2にて，緑地の種類では「樹林地グル

ープ」と「公園グループ」に分けて，各緑地グループが持つWTW
を比較した。利用状況では，各緑地のWTWの相関分析 25)をした。

次に，圏内住民と圏外住民は緑地の利用状況が異なるため，圏内

住民および圏外住民ごとに利用状況でクラスター分析を行って緑

地をグループ化し，圏内住民と圏外住民ごとに，各緑地グループ

が持つWTWを比較した。仮説3では，まず，各緑地周辺の都市

計画の状況と住民の状況のそれぞれで各緑地の WTW の相関分

析 25)をした。相関分析後，都市計画の状況と住民の状況のそれぞ

れでクラスター分析を行って緑地をグループ化し，各緑地グルー

プが持つ WTW を比較した。周辺状況に関する仮説であるため，

圏内住民と圏外住民ごとでもWTWを比較した。 

３．結果および考察 
（１）回答者の概要 
１）デモグラフィック属性 
 回答者の性別構成は，男性 343 名(48%)，女性 371 名(52%)で
あった。年齢構成は，10代4名(1%)，20代20名(3%)，30代82
名(12%)，40代92名(13%)，50代136名(19. %)，60代184名(26%)，
70 代以上が 191 名(27%)で，平均年齢は 58.1 歳となった。就労

状況の構成は，就労者 354 名(51%)，非就労者 340 名(49%)，学

生6名(1%)であった。居住地区の構成は，主に住居系用途に指定

された地域の住民が 410 名(57%)で，主に都市計画上無指定な地

域の住民が311名(43%)であった。居住開始年数の構成は，10年

未満152名(21%)，10〜19年108名(15%)，20〜29年139名(19%)，
30〜39年129名(18%)，40〜49年75名(10%)，50年以上が116
名(16%)であった 26),27)。年齢と居住年数から算出すると，居住開

始年齢は10歳未満121名(17%)，10代14名(2%)，20代171名

(24%)，30代219名(31%)，40代96名(14%)，50代51名(7%)，
60代27名(4%)，70代10名(1%)となった 28)。デモグラフィック

属性から見た本研究の回答者の特徴をまとめると，まず，20代以

下の回答がほとんどなく，50 代以上の回答が多くなった。第 2
章で記した鶴ヶ島市の年齢構成比を考えると，本研究の回答者は

年齢層に偏りがあると推測される。回答者の約2割は都市開発前
29)から居住していたり，子どもの頃から居住している一方で，約

7割は20代から40代に居住を開始したことから，成人以降に移

住してきた人の回答が多く反映された結果になるとも考えられる。 
２）緑地保全活動全般に関する参加経験とWTWの状況 
 何らかの緑地保全活動への参加経験が有る人は 184 名(26%)
で，参加経験が無い人は 527 名(74%)であった。緑地保全活動全

般への WTW については，0 日 30)が 206 名(33%)，1〜4 日間は

166名(26%)，5〜9日間は81名(13%)，10〜12日間は129名(20%)，
14日以上は50名(8%)であり，平均値は9.31±11.29となった(図
－3)31)。主に住居系用途に指定された地域の住民と主に都市計画

上無指定な地域の住民のWTWの値を比較した結果，有意差は見

られなかった（p=.37)。月1回程度の定期的な参加に意欲がある

人は一定数いるものの，年に数回程度の単発的な参加に意欲があ

る人の方が多いことから, 調査では単純に参加意欲の有無を尋ね

るのではなく，WTWを尋ねることが重要と考えた。 
（２）各調査対象緑地の様子 
１）市内全体から見た各緑地の立地特性 
 表－１に各緑地の空間面積と緑地の種類を示した。図－4 に市

内全体における各緑地の利用状況（既知，体験，希望）を示した。

各緑地の既知，体験，希望の割合をそれぞれ比較した結果，有意

差が見られた(3点それぞれp<.0001)32)。さらに平均分析法を行っ

た結果，3 点全ての割合が相対的に高い緑地は「G.鶴ヶ島市運動

公園」(既知率93%,体験率87%,希望率79%)，「C.雷電池児童公園」 
(既知率 87%,体験率 72%,希望率 49%）の 2 か所であった。一方

で，相対的に低い緑地は「飯盛川・大谷川」(既知率 55%,体験率

40%,希望率34%），「その他の市民の森」(既知率43%,体験率28%, 

図－4 市内全体から見た各緑地の利用状況 

図－3 緑地保全活動全般へのWTW 
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希望率 30%），「B.五味ケ谷市民の森」(既知率 32%,体験率 16%,
希望率 21%)の 3 か所であった。3 点の割合が相対的に高い「G.
鶴ヶ島市運動公園」と「C.雷電池児童公園」は，市として文化面

で重要な位置付けにある緑地である。鶴ヶ島市運動公園は市内最

大の面積を持つ公園であり，グラウンドや多目的広場といった運

動施設，既存の樹林地を活用した自然観察の森と太田ケ沼などの

様々なゾーンがある。雷電池児童公園は，国の選択無形民俗文化

財に指定された伝統行事「脚折雨乞」34)が行われる公園である。 
２）周辺状況から見た各緑地の立地特性 
 表－1 に各周辺の都市計画の状況を，表－3 に各周辺の住民の

状況および利用状況を示した。クラスター分析を行った結果，都

市計画の状況では緑地A・D・Gグループと緑地B・C・E・Fグ

ループに分かれた。前者は都市計画上無指定な土地の割合が最も

高く，後者では住居系用途の土地の割合が最も高いのが特徴であ

る。住民の状況も，緑地A・D・Gグループと緑地B・C・E・F
グループに分かれた。前者は都市化前の 1975 年以前から住んで

いる回答者が多く，かつ，24歳以下の幼年・青年期から住んでい

る回答者が多いのが特徴である。後者は，都市化が完了して市制

施行された頃(1990〜2005年)から住み始めた回答者が多く，かつ，

壮年期後半(32〜40歳)や中年期以降(41歳以降)に住み始めた回答

者が多いのが特徴である。これらから，緑地A・D・G グループ

を「従来型地域の緑地」，緑地B・C・E・F グループを「都市化

地域の緑地」とし，このグルーピングで仮説3を分析することに

した。利用状況について，圏内住民では緑地A・Bグループと緑

地C〜Gグループに分かれた。樹林地グループと公園グループに

分かれた結果となった。前者は体験率と希望率が約 5 割未満で，

後者は体験率が約9割で希望率が約7割から約9割であった。前

者はあまり圏内住民には利用されておらず，後者は圏内住民によ

く利用されているのが特徴である。圏外住民では，緑地A・D・F・
Eグループ，緑地C・Gグループ，緑地Bに分かれ，圏内住民の

場合と異なるグルーピングになった。従って仮説2では，圏内住

民と圏外住民を別々に分析する必要性があると考えた。 
（３）市全体から見た各緑地の保全活動への参加意欲 
 回答者の地区を限定せず，市内全体から見た各緑地のWTWの

様子を表－４に示した。各緑地のWTWが有る人の割合に関して

は，約2割，約3割，約5割と緑地によって様々であり，有意差

が見られた(p<.0001)。さらに平均分析法を行った結果，その割合

が相対的に高かった緑地は「G.鶴ヶ島市運動公園」(52%)の 1 か

所で，低かった緑地は「E.富士見中央近隣公園」(25%)，「F.富士

見緑地」(24%)，「B.五味ケ谷市民の森」(18%)の3か所となった。

次に，各緑地のWTWの値に関しては平均が3.17から5.51日と

ばらつきがあり，有意差が見られた（p=.011）。さらに平均分析

法を行った結果，有意にWTWの値が相対的に高かった緑地は「G.
鶴ヶ島市運動公園」(平均5.51日)の1か所で，低かった緑地は「C.
雷電池児童公園」(平均3.17日)の1か所となった。分析結果をま

とめると，まず，市全体から見ると個別の緑地が集められるWTW
の平均が3~6日程度であることが明らかになった。また，参加意

欲が有る人の割合と参加意欲の程度のどちらも，相対的に高い緑

地は「G.鶴ヶ島市運動公園」であることが明らかになった。 
（４）仮説検証 
１）仮説1「緑地の量的特性と参加意欲の程度の関係」 
 仮説1の検証のため，緑地ごとに圏内住民と圏外住民の回答を

比較した(図－５)。WTWが有る人の割合では，「A.太田ケ谷市民

の森」以外の全ての緑地でそれぞれ有意差が見られた。WTWの

値では，「A.太田ケ谷市民の森」，「D.池尻池公園」，「E.富士見中

央公園」，「F.富士見緑地」の 4 か所それぞれにて有意差が見られ

た。その4か所では，圏内住民の各WTWは平均6~8日であり，

圏外住民では平均4日となった。各緑地の半径1,000m圏内住民

と圏外住民とでは，概ね，参加意欲の有無の割合について違いが

あり，圏内住民の方が参加意欲の有る人は多い傾向にあると考察

される。しかし，参加意欲の程度は，WTWの値の有意差は一部

の緑地のみで見られたため，「各緑地の半径1,000m 圏内住民は，

圏外住民よりも参加意欲の程度が高くなる場合もある」と言える

だろう。既往研究 5),6)の指摘を踏まえ，参加意欲の程度に有意差が

生じる緑地とそうでない緑地の空間面積に注目した。有意差が見

られなかった「B.五味ケ谷市民の森」と「C.雷電池児童公園」は

7 ヶ所の緑地の中でも空間面積が小さく，1ha 未満であった。た

だし，「G.鶴ヶ島市運動公園」は空間面積が市内最大レベルだが，

圏内と圏外の住民のWTWに有意差は見られなかった。このこと

から，「一定以上の面積を持つ緑地ならば圏内住民の参加意欲が

高くなる」のではなく，「一定未満の面積の緑地の場合，圏内住民

だからといって参加意欲が高いとは限らない」と考えられる。ま

た「G.鶴ヶ島市運動公園」は圏内圏外関係なく利用する住民が多

いことから(表－3)，誘致圏が市全域となる大規模な緑地は，居所

が周辺かどうかは関係なしに参加意欲を持つと考えられた。 
 以上から，仮説 1 に対する結論として，各緑地の圏内住民は，

圏外住民よりも参加意欲の程度が高くなる傾向がある一方で，空

表－4 各緑地におけるWTWの様子 

表－3 各緑地周辺の様子（住民の状況および利用状況）33) 

図－5 居所からの距離に関するWTW比較 

1,000m圏外住⺠のWTW 1,000m圏内住⺠のWTW 
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間面積が一定未満の場合はその限りではないことが言える。圏外

住民よりも圏内住民の方が各WTWの平均が2~5日高い。また，

誘致圏が市全域で，大規模な空間面積を持つ緑地は，圏外住民の

関心も高いことから，圏外住民も圏内住民と変わらない参加意欲

の程度を持つ可能性があると言える。 
２）仮説2「緑地の質的特性と参加意欲の程度の関係」 
 仮説2の検証のため，まず，緑地の種類である樹林地グループ

と公園グループでWTWを比較した（図－６）。 WTWが有る人

の割合およびWTWの値について比較すると，WTWが有る人の

割合のみで有意差が見られた（割合はp<.0001，値はp=.43）。有

意差はあるが，樹林地と公園のどちらもWTWが有る人の方が少

なかった。仮説1の結果を踏まえ，1ha以上の緑地に絞り，圏内

住民と圏外住民の回答をそれぞれ比較した 35)。圏内住民では

WTWが有る人の割合のみで有意差が見られた（割合はp=.00016，
値は p=.078）。圏外住民では有意差が見られなかった（割合は

p=.066, 値はp=.92）。圏内住民は，公園ではWTWが有る人の方

が多く(60%)，樹林地ではWTWが有る人の方が少なかった(41%)。 
 次に，利用状況からの比較として，まずは個別の緑地で既知率，

体験率，希望率との関係で相関分析を行った。市全体にて，WTW
が有る人の割合と3点の相関係数を見ると，相関係数それぞれが

0.8以上かつ，相関のp値が0.01未満であった。偏相関係数では

希望率のみとで係数が高く(r=0.67)，WTW が有る人の割合は特

に希望率と関係すると考えられた 36)。WTWの平均値と利用状況

3 点に相関関係は見られなかった。圏内住民と圏外住民のそれぞ

れで相関分析をした結果，どちらも市全体と同様の結果を得た。

次に第3章2節で設定した体験率と希望率の違いで分類された緑

地グループでWTWを比較した結果(図－7)，圏内住民では体験率

と希望率が高い緑地グループの方が，WTWが有る人の割合が有

意に高かった(割合は p=.00016，値は p=.078)。1ha 以上の緑地
35)に限定すると，利用が少ない緑地はWTWが有る人の方が少な

い一方で(41%)，利用が多い緑地はWTW が有る人の方が多かっ

た(60%)。圏外住民でも同様の結果を得た。運動公園も含めた1ha
以上の緑地に限定するとWTWの値も有意差が見られた。 
 以上から，仮説2に対する結論として，樹林地か公園かどうか

では参加意欲の程度は異ならないと考えられる。緑地と居所の間

の距離や緑地の空間面積を考慮したとしても，それらの参加意欲

の程度に差がない結果となった。しかし，参加意欲の有無につい

ては，空間面積が一定以上の緑地において，公園の方が樹林地よ

りも圏内住民が参加意欲を持つ可能性があることが示唆された。

また，利用状況によって，住民の参加意欲の程度に違いはあまり

生じないと言える。ただし，市内全域の住民が利用する緑地は状

況が異なり，圏外住民でも高い参加意欲の程度を持つ。一方，各

緑地の保全活動に対する参加意欲を持つかどうかには，特に希望

率が関係した。「その緑地を今後利用したいか」を緑地への満足度

の１つとして捉える場合，各緑地への満足度を上げることが各保

全活動に対する参加意欲の保持につながる可能性があると考えた。

一方で，地区レベルで利用される緑地では，今後の利用意向くら

いでは参加意欲の程度を上げることにつながらないと考えられる。 
３）仮説3「緑地の周辺状況と参加意欲の程度の関係」 
 仮説3の検証のため，個別の緑地で都市計画の状況(表－1)と住

民の状況(表－3)の相関分析をそれぞれ行った結果，両状況にて， 
WTWが有る人の割合とWTWの値のそれぞれで相関関係は見ら

れなかった。次に第3章2節で設定した都市化地域の緑地グルー

プと従来型地域の緑地グループとでWTW の比較を行う(図－8)。
WTWが有る人の割合では，圏内住民での比較では有意差が見ら

れず，圏外住民での比較では有意差が見られた(圏内はp=.71，圏

外はp<.0001)。WTWの値は，圏内外の両方で，従来型地域の緑

地の方が WTW の値が有意に高かった(圏内は p=.020，圏外は

p=.014)。さらに，仮説 1 の結論に則り，1ha 以上の緑地に限定

して分析 35)すると，どちらも結果が変化し，圏外圏内に関わらず

WTW の値に有意差は見られなくなった(圏内は p=.26，圏外は

p=.34)。原因は，「G.鶴ヶ島市運動公園」は相対的に WTW の値

が高く，従来型地域の緑地グループのWTWの値を高めたと考察

した。WTWの有る人の割合では，都市化地域の緑地の方が有意

に高かった。従来型地域はWTW が有る人の方が少なく(47%)，
都市化地域の緑地はWTWが有る人の方が多かった(65%)。 
 以上から，仮説3の結論として，都市化前や子どもの頃から住

んでいる住民が多くて周辺に従来の地域環境が残っている緑地と，

多く周辺が都市化した緑地とでは，参加意欲の程度は異ならない

と考えられる。しかし，参加意欲の有無については，空間面積が

一定以上の緑地において，従来型の地域の緑地よりも都市化した

地域の緑地の方が圏内住民は参加意欲を持つ可能性がある。 
 
４．おわりに 
 本研究では，労働意思量を用いた3つの仮説検証を通じて，都

市近郊における各緑地の立地特性と住民の緑地保全活動への参加

意欲の程度の関係について明らかにした(図－9)。仮説検証の結果

から，一定以上の空間面積を持つ緑地の場合で，居所からの距離

によって参加意欲の程度が変化すると結論付けた。本研究の成果

では，緑地の種類や，従来の地域環境か都市化した地域なのかと

いった緑地の周辺状況は参加意欲の程度と関係が見られないと結

論付けた。仮説以外の結果も含めて本研究の成果をまとめると，

図－6 緑地の種類の違いからみたWTW比較 

図－7 利用状況の違いからみたWTW比較 

図－8 緑地の周辺状況の違いからみたWTW比較 

樹林地に対するWTW 公園に対するWTW 

都市化地域の緑地に対するWTW 従来型地域の緑地に対するWTW 

体験率と希望率が 2番⽬に⾼い緑地グループへのWTW 
3番⽬に⾼い緑地グループへのWTW 
1番⾼い緑地グループへのWTW 
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１点目は，市内にある各緑地をWTWで同時に評価した場合，各

緑地に対するWTWの平均は3~6日に収まり，圏内住民の場合は

5~8日に収まることを明らかにした点である。同時評価によって

WTWが複数の緑地に分散したこともあるが，やはり年に数回ほ

どを望む参加意欲も調査や計画ではすくい上げる必要がある。個

別の緑地で月に1回程度の参加を望む住民は，どちらかといえば

活動参加へ積極的な住民として位置付けられるだろう。成果の 2
点目は，市民参加を市内全域で検討できる緑地と地区限定で検討

した方が良い緑地とに分かれることを明らかにした点である。本

研究では，市内最大面積を持つ運動公園は市内全域から利用され

ており，圏内住民か否かに関係なくWTWの程度が他の緑地より

も高い傾向にあった。運動公園には既存の樹林地や沼を活用した

ゾーンがあり，これらの保全管理には市内全域から市民参加を募

ることのできる可能性がある。成果の3点目は，参加意欲の程度

と関係したのは一部の立地特性だけだが，参加意欲の有無に関し

ては様々な立地特性と関係があることを明らかにした点である。

本研究の成果では，空間面積が一定以上ある緑地ならば樹林地よ

りも公園の方が圏内住民の参加意欲を得られる可能性があること，

従来型地域よりも都市化地域にある緑地の方が圏内住民の参加意

欲を得られる可能性があること，体験率や希望率が高い緑地は低

い緑地よりも圏内住民の参加意欲を得られる可能性があることを

明らかにし，第1章で提示した既往研究 5)~9)の成果と一致した。 
 以上，研究成果をまとめたが，本研究の特徴は，実際の地域空

間を対象にして保全活動への参加意欲を定量的に分析した点にあ

る。各緑地にて必要な維持管理の作業量と WTW を比較すれば，

自治体レベルの緑地計画にて，市民主体でも保全管理が実現でき

る緑地，行政が維持管理に力を入れた方が良い緑地を検討できる。

WTWを用いることで実現性の面からの保全活動内容の検討もで

き，本研究で行った参加意欲の分析のあり方は，長期で安定した

市民参加の道筋の検討に貢献すると考える。他方，研究成果の限

界として，20 代以下の回答が少なかったため，若者の WTW が

結果にあまり反映できなかった点が挙がる。また，限定的な緑地

の種類や周辺状況の視点であったため，視点の幅を広げた研究が

必要である。そして，緑地を中心に分析を進めたため，性別・年

齢などのデモグラフィック属性や，保全活動の嗜好性などのサイ

コグラフィック属性といった住民側からの分析には至れていない。

これら分析を進めることが研究の今後の課題である。 
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図－9 都市近郊における緑地の立地特性と住民の緑地保全活動への参加意欲の程度の関係 
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